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質問
項目 恒常的人手不足と今後一層進む労働力人口減少への対応について 食料やエネルギーの国内・域内自給率引き上げについて 需要不足克服策（需要拡大策）について

「中小企業憲章の国会決議」、
ならびに「中小企業庁の中小企業省への昇格、中小企業担当大臣の設置」について
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この間日本社会は恒常的な人手不足状況です。人口統計からも労働力人口のさらなる減少は避けられず、極め
て大きな国家的課題と考えます。とりわけ製造業の集積地である愛知県では、業種柄すでに外国人労働者なしに
は立ち行かない状況にあります。そして、人手不足の厳しさは、中小企業ほど傾斜的に重くなっています。さらに、
ここ数年の採用難は過去に類を見ない状況にあり、もはや労働力人口の減少は産業、企業、ひいては国家の盛
衰を左右する事態に立ち至っていると認識しています。移民の受け入れ、省力化投資のさらなる促進など、各方
面ではさまざまに議論がなされていますが、御党の考える対応策をお聞かせ下さい。

日本の諸産業における輸入浸透率が従来と比べて高まっているなかで、この間の円安進行は需給両面にわたる
悪影響を日本経済に及ぼしました。国際収支の分析から、すでに日本は構造的通貨安の段階に立ち至っていると
の指摘もなされる中、その多くを輸入に依存している食料やエネルギーなどの安定供給は、安全保障上の重要課
題です。こうした点に関して当会では、現状の過度な輸入依存体質からの転換を転換し、各地域ごとでの地消地
産（地域の需要を地域内の供給によって満たしていく）考え方に立ち、地域の一次産業の積極的振興とともに、休
眠発電施設の有効活用、中小規模発電設備の整備により石油やガス、大規模発電依存体質から再生可能エネ
ルギーによる地域エネルギーの自立化を戦略的に進めていく必要があると考えています。御党のお考えをお聞か
せください。

日本経済は緩やかな回復基調をたどるとの見通しがなされていますが、また、輸入物価の上昇を起点とした物価
高による実質賃金の下落、税や社会保険料の負担増は、可処分所得を減少させ、需要不足を引き起こしていま
す。
このことは、物価高、労務費上昇、金利上昇などの多重の困難に直面している中小企業に対するさらなる追い打
ちとして経営の重すぎる足かせとなっています。景気を安定的に回復させるには、地域経済に根差し、雇用の圧倒
的多数を支える中小企業の持ち直しが決定的に重要です。こうした観点から、御党としてどのように需要拡大を実
現していくかお考えをお聞かせ下さい。

当会では、中小企業が直面している様々な困難や矛盾を克服し、豊かな日本経済を実現するためにも「中小企業
憲章」を現在の閣議決定に留めず、国民の総意である国会決議とすることが重要と考えています。また経済の大
部分を占める中小企業を、政府の政策の中軸に据え、総合的に展開していくためにも中小企業担当大臣の設置
が必要と考えます。この点について、貴党のお考えをお聞かせ下さい。
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私たちは、「人づくり」こそ国づくり、を政策5本柱の一つとし、教育国債を創設、これを財源に出産、子育て、教育に
お金がかからない国にして、日本の国際競争力を回復させることを目指します。
このように、中長期的に子どもを産み育てやすくする環境を整えながら、①女性活躍の場を広げる、②高齢者活躍
の場を広げる、③外国人との共生、により、人手不足解消を目指します。
①については、あらゆるライフステージと政策における男女間格差をなくします。②については、高齢者の積極採
用を企業に促します。③については、日本国民との協働・共生が地域社会や生活の場においても推進されること
を前提に、地方自治体などへの支援を強化します。
さらに、デジタル化を長期的、計画的に促進するための基金を創設し、積極的な省人化投資にも対応出来るように
します。

私たちは、自分の国は「自分で守る」、を政策5本柱の一つとし、食料、エネルギー、医薬品、人材、文化などを含
めた総合的な安全保障政策に万全を期します。
まず食料については、「農業者戸別所得補償制度」を再構築し、農村の維持・活性化に重点を置き、安心して営農
継続できる環境を整えます。また、主要農産物、食料ごとの自給率目標を定める「食料自給基本計画」を策定しま
す。
次にエネルギーについては、法令に基づく安全基準を満たした原子力発電所は再稼働するとともに、次世代炉へ
の建て替えを行います。また、再生可能エネルギーを中心とした分散型エネルギー社会の構築を目指します。洋
上風力、地熱の活用に注力するとともに、蓄電システムを併設した太陽光発電システムにより発電コストを大幅に
低減し、自家消費型電源システムの実現を目指します。

私たちは、①「給料が上がる経済」を実現、②「積極財政」に転換、を、政策5本柱の一番、二番に置いています。
需要拡大には様々な施策の組み合わせが必要ですが、代表的な具体策は以下のとおりです。
民間投資を加速するため、取得額以上の償却を認める「ハイパー償却税制」を導入します。
正社員を雇用した中小企業には、社会保険料の事業主負担を半減します。
給付と所得税還付を組み合わせた「日本型ベーシック・インカム」を導入します。
消費税減税やガソリン減税など「家計減税」で家計の消費力を高めます。
諸物価の高騰から家計を守るため10万円の「インフレ手当」を給付します。
人づくり、デジタル化、カーボン・ニュートラルなどに「大規模、長期、計画的」な投資を行います。

産業・雇用の中核的な役割を担う地域の中小企業を育てるため、内閣に中小企業担当大臣を置き、旧民主党政
権下で制定した中小企業憲章の理念を実践します。
中小企業の継続と発展を支えるため、国の総力をあげ、人材確保策や事業承継を支援するとともに、競争力の高
い中小企業や、創業間もない企業への支援を強化します。
小規模企業へのきめ細かな支援体制を構築するとともに、ものづくり技術・技能の伝承、起業・創業・育成支援の
体制強化、商店街を核とした中心市街地の活性化、ＯＤＡを活用した海外展開支援などを一元的に推進します。
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構造的人手不足の中で、中小企業等が「稼ぐ力」を高める生産性向上が重要です。省力化・ＤＸ化投資、人材育成
等を通じた支援を強化してまいります。
また、人件費上昇にも対応した価格転嫁促進が重要です。公明党は、昨秋に政府に提示した「中小企業等の賃上
げ応援トータルプラン」の内容を着実に実現してまいりましたが、下請法の改正等も含めてこれらを更に進めてま
いります。
外国人の受入れ施策も重要です。受入れ促進の在り方については、外国人の方々の尊厳や権利がしっかりと守
られつつ、我が国の社会や文化とも調和のとれた「共生社会」を実現するということを前提としながら、国民的コン
センサスを踏まえた幅広い検討を進めます。
更に、多様で柔軟な働き方を選択でき、安心して働くことができる環境を整備するとともに、労働市場の構造的改
革等も推進し、女性・高齢者も含めた幅広い人材の活躍促進と企業の人材確保を支援してまいります。

国際情勢や気候変動等の危機に対応するためにも食料自給率向上は不可欠です。「改正食料・農業・農村基本
法」を踏まえ、例えば、畑地で輸入依存度の高い作物（麦・大豆及び加工原料用野菜）の生産拡大や、生産性を高
めるスマート農業、気候変動に強い新品種の開発等も強力に支援してまいります。併せて、適正な取引環境の構
築を法制化も含めて推進します。
エネルギーについては、２０５０年ＣＮ、２０３０年温室効果ガス削減目標達成に向け、世界全体での１．５度目標も
踏まえつつ、再生可能エネルギーの最大限の導入拡大や、安全性が確認され地元の理解が得られた原子力発電
所の再稼働、循環経済への移行を促進し、持続可能で強靱な脱炭素社会の構築を進めます。その上で、再エネを
はじめとした「分散型エネルギーシステム」の構築は、電力の安定供給やレジリエンス向上に寄与するものとして
重要と認識しており、その支援等もしっかりと行ってまいります。

需要拡大のためには、家計及び中小企業への賃上げ支援を通じた可処分所得の増加が重要と考えます。特に、
雇用の７割を支える中小企業の賃上げなくして、十分な消費喚起は成し得ません。
家計については、食品価格等の物価高騰を踏まえ、厳しい状況にある世帯への迅速な給付、電気・ガス料金・燃
料油価格の負担軽減策の継続、「重点支援交付金」の追加措置による地域の実情に応じたきめ細やかな支援を
推進します。
また、中小企業に対しては、（Q１でもお示ししたとおり、）生産性向上に資する設備投資や人材投資への支援、下
請法の改正も含めた適切な価格転嫁の環境整備などを通じて、中小企業における物価高騰を上回る賃上げ原資
の確保を後押ししてまいります。
これらの取り組みを通じて、個人消費の喚起、設備投資の強化などの需要拡大を図り、経済の好循環を生み出し
てまいります。

公明党は「中小企業憲章」が制定された意義は大きく、同憲章に定められた内容、中小企業の魅力等について、
広く国民に伝えることが重要だと考えており、制定から１４年が経過した今、これを国会決議にすべきとのご要望を
しっかりと受け止めさせていただきます。
（Q１でもお示しした通り、）公明党は「中小企業等の賃上げ応援トータルプラン」と題する２０の具体策をパッケージ
で発表しており、その多くが実現もしくは前進しています。また、その施策を着実に推進するために司令塔となる組
織や関係省庁が連携する会議体の設置を求めました。
先ずは、深刻な人手不足や物価高で業況が厳しい中で生産性向上、賃上げ等に取り組む事業者に寄り添った支
援策として、省力化投資補助金など各種補助金、赤字企業でも黒字化後に控除を認める税制措置等を着実に実
施します。
引き続き皆様からご意見を伺い、中小企業の更なる発展を後押しできる施策の実現に全力で取り組んでまいりま
す。
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労働力人口が減少する中でも中小企業の成長を図るため、最先端のIT•ロボット技術等の導入を積極的に進める
とともに、過疎や人口減少・高齢化による地方の課題に対して、解決につなげるための新しい技術を導入する自
治体や中小企業の取組みを支援します。あわせて、ものづくりの現場を支える人材育成を後押しし、複数の専門
領域を学べる環境整備や、即戦力や働く場の確保につなげるために教育機関と企業等との連携も視野に入れた
人材育成を進めます。また立憲民主党は、外国人労働者の就労資格全般の見直しや雇用手続の公的機関への
一元化等、適切な就労環境整備を推進する法案（外国人労働者安心就労法案）や、受け入れ後の外国人労働者
と共に円滑に生活するための法案（多文化共生社会基本法案）を提出しており、成立を図ることを通じて、人材確
保のため外国人労働者受け入れが不可避な中で、人権尊重を柱に、外国人労働者から選ばれる国を目指しま
す。

省エネルギーのさらなる推進とあわせて、日本の資源である再生可能エネルギーを最大限活用することで、年間
20兆円を超える資源輸入のための国富流出を止め日本経済の成長につなげるとともに、再生可能エネルギー中
心の災害に強い地域分散型エネルギー社会を実現します。再生可能エネルギー、蓄電技術への支援を強化し、
太陽光パネル、風力発電設備などの再国産化を目指します。持続可能な社会への転換のための投資を大幅に増
やし、新たな市場・産業・雇用を創出します。エネルギーの地産地消を実現し、さらには都市への供給も可能とす
るなど、その可能性を最大限に引き出す施策を展開し、農山漁村の活性化を図ります。
これらを通じて、ローカルな分野である観光業と農林水産業を組み合わせた「6次産業」を生み出し、農林漁業、観
光、自然エネルギーで豊かな地域経済の基盤を整備します。

思い切った重点投資でGLLD分野（グリーン（Green：環境エネルギー分野）、ライフ（Life：医療・介護分野）、ローカ
ル（Local：農林漁業・観光分野）、デジタル（Digital））を伸ばし、地域資源を活かした事業への投資を促進し、世界
をリードする日本の「飯のタネ」を作り上げます。また、新たに雇用した正規労働者に係る中小企業の社会保険料
の事業主負担を軽減する「社会保険料・事業者負担軽減法」を制定し、企業活動を支えるとともに、正規労働者に
なることによる従業員の手取り増と生活の充実へとつなげます。併せて、独占禁止法の運用の徹底や、下請取引
の適正化に向けた監視の強化等を図りつつ、政府と公正取引委員会が定める「労務費の適切な転嫁のための価
格交渉に関する指針」の運用状況を不断に点検し、改善を促すなど適切な価格転嫁対策を推進し、適正かつ公正
な取引環境の実現と賃上げ原資の確保推進を図ります。

中小企業憲章の理念に基づき、産業・雇用の中核的な役割を担う地域の中小企業を育て、地域資源を活かした
事業への投資を促進し、事業継続、生産性向上、新事業の創出、事業承継などへの支援・拡充を総合的に行いま
す。中小企業憲章の国会決議や中小企業担当大臣の設置、中小企業庁の省への昇格に関する貴会の貴重なご
提言については、しっかりと受け止め、検討してまいります。
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労働力人口の減少の背景には、日本が世界でも異常な「賃金が上がらない」国になっていることがあります。その
もとで、消費税の10％への増税、貧しい社会保障と高い学費などが国民生活を苦しめ拍車をかけています。アベ
ノミクスで膨れ上がった大企業の内部留保に時限的に課税を行うことで10兆円の財源をつくり、中小企業への直
接支援とセットで最低賃金を1500円へと引き上げます。
日本の社会保障は欧米と比べて国からの支出が低いのが特徴です。富裕層・大企業への行き過ぎた減税や大型
開発、大軍拡などを改め、社会保障への国の支出を抜本的に強めます。消費税を今すぐ5％に引き下げ、大学の
学費は無償化をめざしまず半額にします。
男女の賃金格差是正と非正規ワーカーの待遇改善を行い、誰もが安心して働ける環境をつくることが必要です。
外国人労働者と家族の人権を保障します。技能実習制度の廃止と、外国人受け入れ制度の抜本的改正を行いま
す。

日本の食料自給率はカロリーベースで３８％と、異常な水準まで低下しています。自公政権は、改定食料・農業・
農村基本法で国内生産力増大・食料自給率向上の旗すら下ろしてしまいました。
輸入自由化路線とは決別し、食料自給率向上を国政の基本政策に位置付け、早急に50％に引き上げます。農業
所得に占める政府補助の割合は、欧米諸国の半分以下しかありません。予算を抜本的に増やし価格保障、所得
補償を抜本的に充実させます。有事の際に、農家に増産を要請指示し、従わなければ罰則を科す食料困難対策
法を廃止します。
日本のエネルギー自給率は1割程度と先進国で最低クラスです。原発と石炭火力から撤退し、省エネと再エネを
セットでおこなうことで再生可能エネルギーに切り替えます。再生可能エネルギーは地域に根差してこそ、大きな
可能性が発揮されます。農業と同様、地消地産で地域と住民の力に依拠した開発を行います。

物価高を引き起こした原因は、アベノミクスによる異次元の金融緩和だと考えます。需要不足を克服するために
は、物価高騰を上回る賃上げと消費税の5％への引き下げなどボトムアップで経済を立て直すことが求められま
す。
大企業の内部留保に時限的に課税をおこない10兆円の財源を生み出すことによって、中小企業へ直接支援をお
こない、最低賃金を1500円へと引き上げます。賃金の引き上げとセットで労働時間を短縮し、働く人の自由な時間
を確保することで需要拡大につなげます。消費税を5％に引き下げることで国民の生活を支え需要を拡大します。
インボイス制度は中止します。地域循環・生活密着型の公共事業、住民合意に基づいた再生可能エネルギー普
及などにより、雇用を創出し、地域経済の疲弊に歯止めをかけます。地域経済を安定的に回復させるとりくみがで
きるよう中小企業への支援を抜本的に強化します。

中小企業は日本経済の根幹であり、「社会の主役として地域社会と住民生活に貢献」（中小企業憲章）する存在で
す。多くの中小企業団体関係者などが運動し、閣議決定された中小企業憲章と小規模企業振興基本法を生かし、
抜本的に中小企業支援を強めます。経営の負担を思い切って軽減します。中小企業憲章を国会決議し、その理念
と内容を具体化します。
中小企業の支援策は、省庁ごとの縦割り、単発・細切れで使い勝手が悪くなっています。現行の支援策を改善し、
経営者が使いやすい制度に改善します。中小企業担当大臣を設置します。中小企業庁を中小企業省に昇格させ
人員を抜本的に増員します。
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積極財政を行います。消費税を減税して国民の可処分所得を増やし経済成長を目指します。内需を増やした上で
国内企業の給料を上げることで、国内企業に就職しやすい環境を整えます。また、外国資本による国内の土地取
得に対する規制を強化し、国内産業の体力回復を図ります。併せて少子化対策を抜本的に見直すことで、女性が
子育てと就職についての選択を経済的な理由から消極的に行うのではなく、どちらを選択しても生活に困らないよ
うな環境を整えることで、中長期的には労働力人口問題にも寄与したいと考えております。

一次産業の予算を３倍に増やし、食料自給率を倍増させます。また、食料とエネルギーについても地産地消を目
指します。中小規模でのネットワークを発達させることで、安心安全な食の実現に近づくことができると考えており
ます。また、大規模な発電を賄うエネルギーについても、日本に優位性のある燃料選択が必要であると考えていま
す。

減税をして国民の可処分所得を増やします。税金は本来市場に出回る現金の量を調節するためのものです。市
場に十分な現金が出回っていない現状においては、税率を引き下げ、市場に現金が循環するようにすべきです。
また、国債を「デジタル円」として発行することで、国民の資産を増やすことができると考えています。

中小企業の体力を回復するための政策を行います。中小企業のみならず、積極財政によって国内産業全体の体
力回復を図りますが、日本経済の屋台骨を支える中小企業については、専門的に把握して全体とのバランスを図
りながら政策を打ち出していく人材は必要であると考えており、それが中小企業大臣というのもひとつの重要な選
択肢であると思います。
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現在の深刻な人手不足の問題を解決するには、徹底した規制改革によるイノベーション の推進によって省力化、
自動化を推進することが大前提です。その上で、国内労働力が各 産業に適切に振り分けられるよう、必要とされ
る人材の確保など労働市場のニーズを踏ま え、公的職業訓練を徹底的に見直すとともに、労働力の流動性を高
めます。 イノベーションの創出等を通じた我が国経済の成長に資する観点から、専門的・技術的 分野の外国人を
積極的に受け入れます。それ以外の就労目的の外国人については、我が国 における賃金水準の向上を阻害さ
せることのないよう、日本語能力および日本文化の理解 等について現行よりも高い水準を満たし、技能水準の継
続的な向上等を通じて我が国経済の成長に貢献し得る人材に限って受け入れを行います。

食料について、輸入農産物の依存度を低めて国産農産物を増産させることや、国内で地産地消を推進すること
は、輸送コストや CO2 の削減につながり、自然環境の保全に役立ち ます。食料自給率の向上のためには、すで
に自給率がほぼ100％であるコメを重視し、輸 出を大幅に拡大し、海外需要も含めた生産量に拡大して、「国内需
要に合わせたコメの生 産」＝「事実上の減反」の段階的撤廃を目指します。 エネルギーについては、安全性が確
認できた原子力発電所は可能な限り速やかに再稼働 します。長期的には、エネルギー安全保障確保や脱炭素社
会実現とのバランスの中で、既設原発で老朽化したものについては市場原理の下でフェードアウトさせます。太陽
光、風 力、地熱、バイオマス等の再生可能エネルギーの導入については、障害となる規制の見直 しを不断なく行
うとともに、地域社会がうるおう仕組みづくりを構築することにより、地方経済の活性化を図ります。

需要の源泉である日本の労働者の可処分所得は、直近 30 年間で減少傾向です。特に 1997 年のピーク時から
2013 年までの間に、月収は15%も減少しました。それに加え、社 会保険料や税負担が増加し続けたことで、手取り
の給料が大きく減少しています。物価の上昇に実質賃金が追い付いていません。その背景には、高い税負担と社
会保険料に加え、 政府の規制改革が十分に進まず、労働市場や産業の活性化が阻まれているという問題があ り
ます。特に、既得権益に依存した政治が改革を妨げ、経済の新陳代謝を阻害しています。わが党は消費税・所得
税・法人税の減税を断行し、個人消費と企業投資を促進して経済成長を加速させます。同時に、労働契約ルール
の明確化等による労働市場の流動化、既存産業への新規参入の障壁撤廃など、既得権に囚われない大胆な規
制改革で産業を成長させ、給料を飛躍的に伸ばします。

中小企業対策は成長戦略としても重要であり、わが党は「下請けいじめ」等を防止するため、独占禁止法の優越
的地位の濫用禁止規定や、下請け代金支払遅延等防止法を厳格に 運用し、中小零細企業が親会社を含めた大
企業との取引で契約通りの支払い等を受けられ る環境整備を推進する等の政策を進めていきます。 貴会の中小
企業憲章に関する長年のご努力に敬意を表します。わが党も国会で決議することを前向きに検討してまいります。
国会で決議するには各党各会派の同意を得て、全会 一致となることが望ましいので、真摯な各党協議を望みま
す。中小企業担当大臣の設置については、現在、中小企業庁を所管している経済産業大臣との所掌事務の分担
をどうするのか、職員数や予算規模をどうするのかが課題になりますが、党内においても議論していきたいと思い
ます。
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人手不足、今すぐ改善はできない。人口減少が進んできたのは、若者の賃金と労働条件を削ってきたからで、逆
に言えば、企業経営者の利益を優先する労働政策の結果が、若者の貧困と結婚できない賃金故に、人口減少社
会を作り出してしまった。そして、日本社会全体の経済の停滞を作り出してしまった。
人手不足は直ちには改善はできない。根本的には、現在の雇用・労働政策を改め、政府が中小零細企業への財
政支援と税制優遇策をもって、特に非正規雇用で働く者に対して、最低賃金を時給、全国一律1500円にし、貧困
から脱して生活を謳歌できる社会を作り出すこと。結婚できる賃金を保障せずに、人手不足対策はあり得ない。

米の自給率さえ危ういことが今夏の米不足で証明された。食料の安全保障の観点から食糧自給率は100%は、先
進国か否かを問わず、国の基本です。日本の食料自給率40%以下というのは、日本の食糧を外国によって握られ
ていることです。農家が食料を供給していることに対する支援は必要で、農業で生活できるほどの所得保障はす
べきです。
税金を農業にかけること。日本には農地がまだあり、豊富な水がある、農業再生のため、政府は今ある農家を支
援することです。
自然エネルギーは太陽光、風力発電も良いが、無前提ではない。自然環境を壊すものは制限する。そして現在の
稼働中の火力発電、日本の火力発電はエネルギー効率が良いことから一概に二酸化炭素の排出を理由に廃止
すべきではない。福島原発の後始末が全くできておらず、放射性廃棄物の処理もできないこと、地震大国日本で
は原発こそ早期に廃炉すべきです。

需要不足克服策、日本の働く者の4割が低賃金・不安定雇用を強いられている。30年前40年前の日本社会は、若
者たちはオートバイを買い、もう少し貯めて車を走らせていた。
賃金が良かったからで、社会保障制度も拡充されてきた。「Japan as No.1」と言われていた。労働者への分配率が
高かった、需要は拡大し続けた。それを抑制したのは、非正規雇用労働者を生み出し、企業の利益を最大限にし
た日本の経営者に迎合した労働政策が行なわれたことによる。正規雇用を基本とし、働く者の賃金を上げること、
過去の日本の成功例に学べばいいことです。

国民生活に最も身近で生産、経済活動をしてきたのは中小零細企業です。国民の需要を生産者が満たしていた。
このもっとも身近な生産活動をしてきた生産者、企業を大切にすることです。現在の大企業も、需要に支えられ生
産活動で伸びてきた。
中小零細企業の生産活動を大切にすることこそ、次の社会の発展の基礎をつくるものです。大企業は、政府の支
援は不必要。現在ほとんどない中小企業への政府の支援、これが10倍、100倍あれば、この国の発展はいかばか
りのものになるでしょう。ひとり一人の子どもに教育をかける、小さな企業に経済的支援を続けたら、百花繚乱のよ
うに企業活動にはなをもたらすことでしょう。
この国の政治が、一人ひとりの子どもの教育に金を出し惜しみ、この国の中小零細企業に経済支援を絶ってきた
ことで、どれほどがつぼみのままで潰されたのでしょうか。
中小企業に担当大臣、いいですね。
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現在、中小企業は深刻な人手不足です。この構造的な人手不足を打開するためには、省力化・デジタル化など生
産性を高めていくことが重要です。そのため、例えば、カタログから選ぶような簡易で即効性のある省力化投資支
援を講じていきます。また、中小企業の労働生産性の向上については、ＩＴ導入を支援する補助金により、省力化
や業務効率化・ＤＸ支援等を行っていきます。

食料の安定供給の確保は、食料安全保障の観点からも国家の最重要責務であり、食料自給率・食料自給力の向
上に努めることが重要です。燃油・肥料・飼料 等の生産資材や原材料等の価格高騰に対する安定供給の確保、
影響緩和対策を着実に実施するとともに、輸入依存度の高い小麦・大豆・飼料作物等の増産 支援、米粉や国産
小麦等の国産原料への切り替えや、生産拡大等を支援します。円安傾向の中、再生可能エネルギーの導入拡大
等を通じたエネルギー自給率の向上を図ることも重要です。このため、再生可能エネルギーや蓄電池、コージェネ
レーション等の分散型エネルギーリソースを活用したアグリゲーションビジネスを推進するための市場環境整備や
技術実証支援、蓄電池や水電解装置等の導入支援の取組みを進めるとともに、地産地消による効率的なエネル
ギー 利用、レジリエンス強化、地域活性化に向けたマイクログリッドの構築支援等に取り組みます。

GDPの５割超を占める個人消費を回復させ、消費と投資を最大化する成長型経済を実現し、日本の経済を守り、
国民生活を守り抜くことが重要です。そのため、物価高克服のための当面の対応として、物価高の影響を特に受
ける低所得者世帯向けの給付金や、地域の実情に応じたきめ細かい対応のための重点支援地方交付金をはじ
め、総合的な対応を図ってまいります。なお、社会保障について考える際は、受益と負担の双方を考慮することが
重要です。これまで、全ての世代にとって安心できる社会保障の構築に向けた取組みを進めてきました。社会保
険料の減免については、既に所得に応じ保険料負担を軽減する仕組みがある中で、保険者の実務上の負担等の
課題も多いこと、基礎控除や給与所得控除の引上げについては、高所得者によりメリットが大きいこと等に留意す
る必要があると考えております。

中小企業憲章は、政府が中核となり、国が総力を挙げて中小企業の持つ個性や可能性を存分に伸ばし、中小企
業政策に取り組むという強いメッセージを発信することで、創意工夫で新しい市場を切り拓くことができるよう制定
されました。原油・物価高騰、ＧＸ、賃上げ、人手不足、サプライチェーンの再編等のポストコロナ時代の経済社会
変化や産業構造転換への対応を迫られている中、中小企業がこうした変化に大胆に対応し、リスクを取りながら新
たな取組みにチャレンジして更なる成長を目指せるよう、今こそ「中小企業憲章」の精神に立ち返り、中小企業の
更なる発展のため、様々な声に耳を傾けながら、引き続き中小企業・小規模事業者の支援に取り組みます。

愛知中小企業家同友会
各党の中小企業政策に関する質問への回答　（到着順）

愛知同友会の髙瀬喜照会長名で各政党（政党要件を満たし、かつ愛知県内に県連等の本部機能を有する政党）に対して公開質問状を提出し、以下の回答をいただきました。
１．明らかな誤植については、修正の上掲載しています。　　　２．回答文量については各400字以内でお願いしました。　　　３．到着順に上段より掲載しています。
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